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ま え が き 

 

 

国勢調査は、統計法に基づき、日本に住んでいるすべての人を対象とする最も基本的な統 

 

計調査で、大正９年の第１回調査以来ほぼ５年ごとに実施されており、令和２年の第２１回 

 

調査で１００年の節目を迎えました。 

 

 その調査結果は、男女別、年齢別、産業別などの人口構成や世帯人員別、家族類型別など 

 

の世帯状況及び住居の実態を明らかにするものです。 

 

本書は、国及び東京都の国勢調査報告に基づいて、板橋区分を独自に抜粋し、収録したも 

 

のであり、各種施策の基礎資料として、また、区民の方々をはじめ、産業、学術研究など各 

 

方面において、広くご活用いただければ幸いに存じます。 

 

 令和２年国勢調査は、新型コロナウイルス感染症流行下での実施となり、オンラインによ 

 

る回答の勧奨や調査票の配布、回収に配慮するなど、感染拡大の防止に努めつつ、調査を進 

 

めました。 

 

従前と異なる厳しい状況のなか、調査にご協力いただきました区民の皆様をはじめ、調査 

 

員、指導員、及び関係機関の皆様に深くお礼を申し上げます。 

 

 

 

令和５年８月 

 

 

 

板橋区長 

坂 本   健   



利用上の注意 
 

 

１ 本書は特にことわりのないかぎり、総務省統計局発行の「令和２年国勢調査報告」及び東京都発行の

「令和２年国勢調査東京都区市町村町丁別報告」をもとに、板橋区分について独自に抜粋集計したもの

である。 

 

２ この統計表の内容は令和２年の調査結果を収録し、他の年のものは比較対照のために掲げた。また、

表章地域は板橋区であるが、必要に応じて東京都等の数値を掲載した。 

 

３ 年齢別の表は５歳階級別を掲載した。 

 

４ 統計表によっては、単位未満を四捨五入してあるので、総数とはかならずしも一致しない。 

 

５ 符号の用法 

「－」 皆無または該当数字なし 

「△」 対前回減少、減少比を示す 

「ｘ」 秘密保持のために公表を控えたもの 

 

６ 特に説明を要する事項については、脚注として記載した。 

 

７ 照会先 

板橋区役所総務部総務課統計係 〒173-8501 板橋区板橋二丁目６６番１号 

TEL ０３－３５７９－２０５７ 

FAX ０３－３５７９－４２１２ 

 

 

□関連ホームページアドレス 

・政府統計の総合窓口 http://www.e-stat.go.jp 

・総務省統計局    http://www.stat.go.jp 

・東京都総務局統計部 http://www.toukei.metro.tokyo.jp 

・板橋区役所     http://www.city.itabashi.tokyo.jp 
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国勢調査の概要 
 

 

１ 調査の目的 

国勢調査は、我が国の最も基本的な統計調査で、全国・都道府県・区市町村の人口・世帯数をはじめ、

男女・年齢別、産業別などの人口構成や、世帯の構成・居住状況を明らかにし、国や地方公共団体の行

政に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査期日 

令和２年国勢調査は、令和２年１０月１日午前零時を基準日時として実施された。 

 

３ 調査の沿革及び法的根拠 

国勢調査は、「国勢調査ニ関スル法律」に基づき、大正９年に第１回国勢調査が実施されて以来、ほぼ

５年ごとに実施されており、令和２年国勢調査は第２１回目にあたる。戦後、統計法（昭和２２年法律

第１８号）による指定統計調査となり、現在は全部改正された統計法(平成１９年法律第５３号)による

基幹統計調査とされ、同法及び国勢調査令並びに国勢調査施行規則に基づいて実施されている。我が国

唯一の全数調査であり、１０年ごとの大規模調査と、その中間年の簡易調査とに大別され、今回の令和

２年国勢調査は大規模調査である。 

  

４ 調査の対象 

国勢調査では、国籍に関わらず日本に住んでいるすべての人(外国の外交団・領事団とその家族及び外

国の軍隊の軍人・軍族とその家族を除く)を対象として、普段住んでいる場所で、世帯ごとに調査する。 

 

５ 調査事項 

令和２年国勢調査では、次に掲げる事項について調査した。

(世帯員に関する事項) 

(1)  氏名 

(2)  男女の別 

(3)  出生の年月 

(4)  世帯主との続柄 

(5)  配偶の関係 

(6)  国籍 

(7)  現在の住居における居住期間 

(8)  ５年前の住居の所在地 

(9)  教育 

(10) 就職状態 

(11) 所属の事業所の名称及び事業の内容（産業） 

(12) 仕事の種類（職業） 

(13) 従業上の地位 

(14) 従業地又は通学地 

(15) 利用交通手段 

(世帯に関する事項) 

(1)世帯の種類 

(2)世帯員の数 

(3)住居の種類 

(4)住宅の建て方 

 

 


